
はじめに

本章では、第２章で提示された社会的環境管理能力（Social Capacity for Envi-

ronmentalManagement ; SCEM）、社会的環境管理システム（Social Environ-

mentalManagement System ; SEMS）の概念および分析手法にのっとり、具体

的にアジア３ヶ国（中国、タイ、インドネシア）の社会的環境管理能力の形成過程

を分析し、環境協力の最適な投入時期を検討する。本章では特に日本の環境協力の

代表的なアプローチである環境センター・アプローチに焦点をあて、対象国におけ

るプロジェクトの開始時期（entry point）および終了時期（exit point）の妥当

性を評価する。

第１節 環境協力の entry/exit points

社会的環境管理システムの発展ステージとして、システム形成期、本格的稼動

期、自律期の３つのステージを第２章で示した。本章では、社会的環境管理システ

ムの展開において、環境センターがプロジェクトとしてどの時期から開始され、ど

の時期にセンター・プロジェクトとしての協力から他の形態の協力関係をもってい

くべきなのか、つまり、プロジェクトの適切な開始時期（entry point）および終
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exit point

entry point

了時期（exit point）を検討し、評価対象３ヶ国における環境センター・プロジェ

クトを評価する。

１．社会的環境管理能力の発展ステージと環境協力の entry/exit points

（１）環境協力の entry point

社会的環境環システムの展開における環境センター・プロジェクトの適切な

entry point および exit point を図１に示した。社会的環境管理システムの形成に

おいて特に重要な要素であり、評価のベンチマークともなるのは、すでに第２章で

述べたように、環境法、環境行政組織、環境情報の３つである。３つの要素のうち

１つが整備された時点をシステム形成期の始まりとし、２つ目が整備された段階か

ら最後の要素が取り入れられるまでの時期がシステム形成期の最終局面となる。一

般的には、まず環境法が制定され、環境行政組織が設置される。これら環境政策が

行政の中である程度位置付けられた後、環境モニタリングの実施、データの収集・

分析・公開、政策研究などが行われる。したがって、システム形成期においては、

環境行政組織が設置され、環境情報の整備が行われる形成期の最終局面が非常に重

要な時期となる。環境センター・プロジェクトはモニタリング技術の向上をプロジ

ェクト目的の１つとしており、社会的環境管理システムのこの時期の展開と照らし

合わせると、プロジェクトの成果を最大化するためには、システム形成期の最終局

図１ 環境センター・プロジェクトの entry/exit points
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面において当該国環境モニタリングの向上を支援する形で投入することが必要であ

る。すなわち、環境センター・プロジェクトの最適な entry point はシステム形成

期の最終局面である。また、環境情報の整備には全国モニタリング・ネットワーク

の構築および環境白書など環境データや政策分析を含んだレポートの発行が不可欠

である。こうした点を考慮すると、科学技術的な施設・知識に対する協力のみでな

く、環境管理や政策研究などのソフト面での支援も重要である。

（２）環境協力の exit point

環境情報の整備により、社会的環境管理システムは形成期から本格的稼動期へと

移行する。本格的稼動期の１つの重要なベンチマークは、汚染改善である。SOx

などの伝統的な工業型汚染は、市民の圧力、政府による規制実施、そして企業の汚

染削減努力により、比較的容易に汚染レベルが下がる。汚染の転換点を考察するこ

とにより、政府・企業・市民によるシステムが稼動したかどうかが分かるのであ

る。この時期をもって、本格的稼動期が十分に展開したということができる。環境

センター・プロジェクトは、政府が適切な対策を策定し実施するために、モニタリ

ング・研究・研修の面で貢献する。政府主導の対策によって汚染が改善され、環境

センターはその当面の大きな役割を終えるとともに、その間得た機材、人材、ネッ

トワークにより、新たな課題に対してさらに発展していくこととなる。この時期に

は、無償資金協力とプロ技をセットとしたいわゆる環境センター・プロジェクトを

継続していく必要性は必ずしもなく、環境センターの発展および対象国の社会的環

境管理システムの自律的な発展に向けた個別専門家の派遣、あるいはODA以外の

協力リソースの活用によるより多様で水平的な協力関係を築くことが望まれる。

以下、中国、タイ、インドネシアについて、社会的環境管理能力の形成を分析

し、環境センター・プロジェクトの実施時期の妥当性を評価する。図１９（章末）

も適宜参考されたい。

第２節 中国における社会的環境管理能力の形成過程と環境協力

１．社会的環境管理能力の形成過程

中国における社会的環境管理能力の形成はすでに第２章で若干述べたとおり、お
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表１ 中国の環境行政の展開と環境センター・プロジェクトの実施

年 環 境 法 行 政 組 織
国家開発
計 画

GDP/Capita
PPP（USD）

日中友好環境保全センター

１９５６ 工業企業設計暫定衛生基準

１９５７ 水土保持暫行網要

１９６６
“３・５”計画
（１９６６‐７０）

１９７１

“４・５”計画
（１９７１‐７５）

５６９

１９７３ 第一回全国環境保護会議

１９７４
国務院に環境保護
指導小組を設置

１９７５ ６３６

１９７６ “５・５”計画
（１９７６‐８０）１９７９ 環境保護法（試行）

１９８１

“６・５”計画
（１９８１‐８５）

８０８

１９８２ 大気環境質基準

１９８３
第二回全国環境保護会議
工業汚染防止と技術改造の統
合の規定

１９８４ 水汚染防止法
国務院に環境保護
委員会を設置

１９８５ エネルギー価格の一部自由化 １，２０４

１９８６

“７・５”計画
（１９８６‐９０）

１，２８７

１９８７ 大気汚染防止法

１９８８ 中華人民共和国水法
国家環境保護局を
設置

日中友好環境保全センター
の要請

１９８９
環境保護法
第三回全国環境保護会議

１９９０ １，６１２

１９９１ 大気汚染防止操作規定

“８・５”計画
（１９９１‐９５）

１，７３６

水土保護法

１９９２ フェーズⅠ開始

１９９４ 終了時評価調査団の派遣

１９９５
廃棄物環境汚染防止法
大気汚染防止法（修正）

２，６８６ フェーズI終了

１９９６
水汚染防止法（修正）
第四回全国環境保護会議

“９・５”計画
（１９９６‐００）

２，９１７
フェーズⅡ開始
日中友好環境保全センター
開設

１９９７ 計画打ち合わせ調査団派遣

１９９８ 国家環境保護総局 巡回指導調査団

２０００ 大気汚染防止法（修正） 終了時評価調査団の派遣

２００１ 中華人民共和国防砂治砂法

“１０・５”計画
（２００１‐０５）

フェーズⅡ終了
フォローアップ期間開始

２００２
フェーズⅡ終了
フェーズⅢ開始

２００６ フェーズⅢ終了予定

（出所）原嶋・森田（１９９５）、中国環境保護網ウェブサイト
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おむね本格的稼動期から自律期への移行時期にあると考えられる。以下に評価内容

を記す。まず、表１に中国の環境行政の展開を示した。日中友好環境保全センター

（環保センター）・プロジェクトの実施の経緯についても記載している。１９７３年に

最初の全国環境保護会議が開かれ、翌年国務院に環境保護指導小組が設置された。

中国における社会的環境管理システムの形成はこのころから徐々に始まり、１９７９

年の環境保護法（試行）、１９８９年の環境保護法の施行で本格化したと考えられる。

中国における環境政策の展開についてはいくつかの先行研究がある。図２に示した

ように、中国における政策展開の主要な画期は、第１回全国環境保護会議（１９７３

年）、環境保護法（試行）（１９７９年）、国家環境保護法（１９８９年）と考えられている

ことが分かる。

環境法、環境行政組織ともに１９９０年代にはおおむね整備され、中国の環境白書

にあたる中国環境年鑑（１９９０年より発行）も１９９４年に質的に充実された。図３お

よび図４に中国の環境法体系、環境行政組織図をそれぞれ示している。これらよ

り、中国は１９９０年代半ばにシステム形成をおおむね達成し、１９９５年の大気汚染防

図２ 環境政策の展開と時期区分（中国）

（出所） 上記文献より筆者作成
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止法改正や１９９６年の第９次五ヶ年計画（９五計画）における環境対策の重視によ

り、中国の環境政策は本格的稼動期に入ったと考えられる。

表２に３ヶ国における大気モニタリング・ステーション数の推移を示した。中国

は、国土が広大であるということもあるが、他のアジア諸国と比較すると、その数

は多く、全国をまんべんなくカバーしている。環保センターにおいて環境情報ネッ

トワーク整備が進行中であり、現在その準備をほぼ終え、１００都市自動モニタリン

グ・ネットワークが稼動する予定である。

図５に、中国におけるSO２排出量の推移を示した。図のデータは工業部門を対象

図３ 中国の環境法体系

ブラウン系

大気汚染防止法（１９８７年公布、１９９５年改正）

水質汚染防止法（１９８４年公布、１９９６年改訂）

海洋環境保全防止法（１９８２年）

個体物環境汚染防止法（１９９５年）

環境騒音防止法（１９８９年条例公布、１９９６年法律化）

グリーン系

自然保護法

野生動物保護法（１９８８年）
（
１
９
７
９
／
１
９
８
９
）

国
家
環
境
保
護
法

水土保持法（１９９１年）

自然資源法

水法（１９８８）

森林法（１９８４年）

土地管理法（１９８６年公布、１９９９年改定）

草原法（１９８５年）

鉱物資源法（１９８６年公布、１９９６年改定）

漁業法（１９８６年）

石炭法（１９９６年）

エネルギー節約法（１９９７年）

その他

民法通則中での環境権利

農薬法中での環境保全に関する規定

工業企業法中での環境保全に関する規定

（出所） JICA（１９９９）より筆者作成
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図４ 中国の環境行政組織（SEPA）

弁公庁（宣伝教育司）Administrative office（Department of education and Communications）
局長弁公室 Executive office for ministers
秘書処 Division of secretariat
総合処 Division of general management
文秘档案処 Division of files management
信訪弁公室 Division of public complaints settlement
宣伝教育弁公課 Division of education and communications

規画・財務司 Department of planning and finance
総合処 Division of general management
規画・統計処 Division of planning and statistics
投資・財務処 Division of investment and finance

政策法規司 Department of policies, laws and regulations
政策研究処 Division of policy study
法規処 Division of legislation
行政処罰・復議処 Division of administrative penalty and review

行政体制・人事司 Department of human resources and institutional affairs
行政体制改革処 Division of institutional restructuring
幹部管理処 Division of personnel management
人力資源処 Division of human resources development and management

科技標準司 Department of science, technology and standards
科技条件・攻関処 Division of science and technology

Ｓ
Ｅ
Ｐ
Ａ

国
家
環
境
保
護
総
局

標準処 Division of environmental standards
技術政策・産業指導処 Division of technological policies and environmental industry

汚染控制処 Department of pollution control
総合処 Division of general management
水汚染控制処 Division of water pollution control
大気・騒音汚染控制処 Division of air and noise pollution control
個体廃物・有毒科学品管理処Division of solid wastes and toxic chemicals management

自然生態保護司 Department of nature environmental conservation
生態環境管理処 Division of ecological environment management
自然保護区・物種管理処 Division of nature reserves and species management
海洋環境管理処 Division of marine environment management

核安全・輻射環境管理司 Department of nuclear safety and radioactive management
（国家核安全局） （National nuclear safety administration）
総合処 Division of general management
核電処 Division of nuclear power
核反応堆処 Division of nuclear reactors
核材料処 Division of nuclear materials
輻射環境管理・応急処

Division of radiation environmental management and emergency response
放射性廃物管理処 Division of radioactive wastes management

監視・管理処 Department of supervision and management
開発・建設環境管理・監測処

Division of development and construction management and monitoring
環境影響審査処 Division of environmental enforcement impact assessment
環境管理稽査処 Division of environmental enforcement and inspection

国際合作処 Department of international cooperation
総合処 Division of general management
国際組織処 Division of international organizations
双辺合作処 Division of bilateral cooperation

（注記） 司は日本環境省の局、処は課にあたる
漢字の名称は中国語の名称を日本語の漢字で表記したもの

（出所） SEPAのウェブサイトより筆者作成
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表２ 大気モニタリング・ステーション数の推移

年 中 国 タ イ インドネシア 年 中 国 タ イ インドネシア

１９７６ １ １９８９ １７ １１

１９７７ ３ １ １９９０ １７ １１

１９７８ ４ １ １９９１ ２１ １７

１９７９ ４ ３ １９９２ ２１ ２０

１９８０ ４ ８ １９９３ ２，１７９ ２１ ２３

１９８１ ４ ９ １９９４ ２，２２２ ２１ ２３

１９８２ ４ ９ １９９５ ２，１５５ ５１ ２３

１９８３ １２ １７ １９９６ ２，１５５ ５１ ２３

１９８４ １２ １７ １９９７ ２，１９６ ５１ ２６

１９８５ １２ １７ １９９８ １，９２６ ５１ ２６

１９８６ １２ １６ １９９９ ２，２０３ ５２

１９８７ １７ １６ ２０００ ２，５５２ ５０

１９８８ １７ １１ ２００１ ２，２２９ ５９

（出所） 松岡他（２０００）より筆者作成

図５ 中国におけるSO２排出量の推移

（出所） 澤津（２００２）
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とし、家庭や自動車などからの排出を含んでいないため限定的な評価となるが、

１９９６年に排出量はピークを迎え、その後は減少傾向が見受けられる。しかし、浮

遊粒子状物質（Total suspended particulates ; TSP）については、図６に示した

ように減少傾向にはあるものの、環境基準（旧２級地域で０．３mg/m３）を満たして

いる都市は、全国平均でも５割程度である１。

以上より、中国は、２００１年からの１０五計画などにより自律的環境管理への移行

時期を迎えつつあると考えられる。しかしPM１０（TSP）、NOX対策や都市の廃棄

物対策などのブラウン・イシュー、黄砂・砂漠化・生態保全などのグリーン・イシ

ューへの対策は、これから本格的な対策が必要である。行政・企業・市民からなる

社会的環境管理にいて、企業、市民セクターの強化と３者の連携が重要である。ま

た、内陸部などの地方における環境管理能力は依然として低い水準にあると考えら

れ、西部大開発の展開からも、地方における能力形成が重要である。中国は今後、

より総合的・包括的・全国的な社会的環境管理能力の形成を目指すことが重要であ

ると考えられる。

２．環境センター・プロジェクトの entry/exit points

中国における環保センター・プロジェクトは、システム形成期の最終局面である

図６ 中国におけるTSP濃度の推移

（出所） 李（１９９９）より筆者作成
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１９９２年に開始しており（無償資金協力合意、プロ技開始）、投入の開始時期として

は適切であった。さらに、１９９６年からフェーズ２として本格的な技術協力、セン

ターの活動が展開されるなど、環保センターは中国の社会的環境管理システムとと

もに展開し、システムへの貢献がしやすい時期にプロジェクト投入が行われてき

た。

一方でプロジェクト投入の終了を検討してみると、環保センターは２００２年より

フェーズ３が始まったが（２００６年終了予定）、中国は１９９０年代後半から本格的稼動

期を経験し、２０００年代はじめより除々に自律期へと移行しつつあることから、従

来の環境センターの考え方からすると、中国環保センターに対するプロジェクト投

入の必要性は必ずしも高くないといえよう。ただし、環境センター・アプローチの

新たな展開をかんがみると、環境センターが活動の新たなターゲットあるいは意義

を見出し、日本が支援していくことは、日中双方の政府・企業・市民の関係強化を

図る上で妥当である。

第３節 タイにおける社会的環境管理能力の形成過程と環境協力

１．社会的環境管理能力の形成過程

表３にタイの環境行政の展開を示した。国家環境質向上法（National Environ-

mental QualityAct ; NEQA）が制定され、国家環境委員会（National Environ-

mentalBoard ; NEB）および同事務局（OfficeofNationalEnvironmentalBoard ;

ONEB）が設置された１９７５年が、タイにおけるシステム形成期のスタートだと考

えられる。その後の大きな展開は、１９９２年のNEQAの改正にともなう科学技術環

境省（Ministry of Science, Technology andEnvironment ; MOSTE）およびそ

のもとでの３局体制の発足である。すなわち、環境政策計画局（Office of Envi-

ronmentalPolicyandPlanning ;OEPP）、汚染対策局（PollutionControlDepart-

ment ; PCD）、環境質促進局（DepartmentofEnvironmentalQualityPromotion ;

DEQP）の３局である（図７）。これにより、タイの環境法制度および環境行政制

度は整備されてきた（図８）。また、環境白書は１９９５年より発行されている。表２

に示したように、現在のモニタリング・ステーション数は全国総数５２である。モ

ニタリングはPCDの管轄下に置かれている。
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表３ タイの環境行政の展開と環境センター・プロジェクトの実施

年 環境法、環境政策 組織 開発計画など ERTC 一人当りGDP、成長率

１９６９ 工場法（The Factory Act） 成長率：６．５％

１９７５
国家環境質向上保全法（The Improve-
ment and Conservation of National Envi-
ronmental Quality Act（NEQA））

国家環境委員会（NEB）および、
国家環境委員会事務局（ONEB）
発足。

GDP：US$８００
成長率：５％

１９７８
NEQA改定
道路交通法（Road Traffic Act）

NEQAにより科学技術エネルギー
省が環境影響評価の権限を得る。

第４次国家経済社会開発５カ年計画
The４th Five-year National Economic and
Social Development Plan（１９７７‐１９８１）

GDP：US$１，１２０
成長率：１０％

１９８１
第１次国家大気環境基準の制定（The１st
National Ambient Air Quality Standards
（NPAAQS））

経済成長期
（１９８０’s‐１９９０’前半

平均成長率
（１９８５‐１９９５）：８．４％

１９８３ プロジェクトの申請

１９９０
プロジェクト合意（３月）
プロジェクト開始（４月）

１９９２

NEQAの大改定
産業工場法（Industrial Factories Act）
有害物質法（Hazardous Substance Act）
公衆衛生法（Public Health Act）
陸運法（Land Transport Act）
交通法（Traffic Act）
エネルギー保全促進法（Energy Conser-
vation Promotion Act）

ONEBに変わり科学技術環境省
（MOSTE）が発足し、環境政策計
画局（OEPP）、汚染管理局（PCD）、
環境質促進局（DEQP）の３局体制
となる。
MOSTEの事務次官により環境基
金を設立。

第７次国家経済社会開発計画（１９９２‐１９９６）
において、環境質改善の具体的目標を設定
し、環境管理への地域住民の参加を促すと
ともに、資源管理への住民参加を支援する
上でNGOの役割について言及。

メーモ発電所による大
気汚染被害発生
GDP：US$４，８５０
成長率：８．１％

１９９５
プロジェクト終了（３月）
フォローアップ期間開始（４月）

１９９７
OEPPが環境質向上２０年政策を発表。
そのもとで環境質向上５年政策が発表さ
れる。

新憲法発布（地方分権化および環境保護に
おける市民参加（第７９条））。Protection
（Article７９）．
第８次国家経済社会開発計画（１９９７‐２００１）

フォローアップ終了（３月）

金融危機（１９９７‐１９９８）
GDP：US$６，６９０
一人当りGNI：２，７８０
成長率：－０．４％

１９９９ 地方分権化計画・プロセス法 成長率：－１１％

２０００
市民サービス委員会がいくつかの
省を再編することを承諾。

内閣がおいて地方分権化マスタープランを
承認。

GDP：US$６，７００
成長率：４％

２００２
天然資源環境省（MONRE）の発
足。

第９次国家経済社会開発計画（２００２‐２００６）
成長率：３．９％
（第１四半期）

（出所） ADB（２００１）、Nicro and Apikul（１９９９）、O'Conner（１９９４）より筆者作成
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１９９７年の金融危機と新憲法制定を経て、２００２年１０月発足の天然資源環境省

（Ministry of Natural Resources andEnvironment ; MONRE）（図９）のもとで

は森林保全、生物多様性などのグリーン・イシューと大気汚染や水質汚濁、廃棄

物処理などのブラウン・イシューの統一が図られ、環境行政の再編・強化が意図

されているが、立ち入り検査権限および工場排出規制権限を有する工業管理局

（Department of IndustrialWorks ; DIW）は工業省にとどまっており、環境行政

図７ タイの環境行政組織（MOSTE）

環境政策計画局（OEPP）

業務課

環境政策研究課

都市環境計画課

国際環境問題課

環境影響評価課

自然資源・環境管理課

環境基金事務局
行政部門

自然文化遺産協力課

北部地域事務局

環境モニタリング部門北東部地域事務局

東部地域事務局

南部地域事務局

Ｍ
Ｏ
Ｓ
Ｔ
Ｅ

科
学
技
術
環
境
省

環境研究・技術開発部門所 長

汚染対策局（PCD）

秘書課 環境サンプル分析・技術
開発部門水質管理化

大気・騒音管理課

統計・情報サービス部門有害物質・廃棄物課

法務課

管理調整局

環境保全促進局（DEQP）

秘書課

市民教育課

環境情報課

環境研究研修センター（ERTC）

（出所） JICA（１９９７）より筆者作成。
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の整理という課題は残るものと考えられる。

このように、環境行政組織、環境法、環境情報というシステム形成期における３

つの必須項目は１９９０年代半ばには達成され、システムとしておおむね整備された。

しかし、１９９７年の通貨危機にともなう社会経済的混乱などを経て、昨年１０月に大

規模な省再編があり、システムの再編を経験している段階である。

図１０および図１１にそれぞれSO２排出量推移（全国）、PM１０濃度推移（バンコク

首都圏）を示した。SO２については、低硫黄重油（０．５％）や天然ガス利用といっ

図８ タイの環境法体系

１．公害法

陸運法（１９９２年）

自動車法（１９７９年）

交通法（１９９２年）

液体燃料法（１９７８年）

工場法（１９９２年）

清掃法（１９９２年）

有害物質法（１９９２年）

鉱物法（１９６７年）

公衆衛生法（１９９２年）

（
１
９
９
２
年
）

国
家
環
境
質
向
上
保
全
法

２．森林、公園、野生生物

森林法（１９４７年）

国立公園法（１９６１年）

国立森林保全地区法（１９９２年）

野生生物保全法（１９９２年）

灌漑法（１９４２年）

３．その他

３．１ 天然資源の利用

漁業法（１９４７年）

石油法（１９７１年）

３．２ 土地利用法

土地法（１９５４年）

農地改革法（１９７５年）

建築管理法（１９７９年）

（出所） 小賀野（１９９４）、JICA（１９９７）、Hag et al.
（２００２）より筆者作成
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図９ タイの環境行政組織（MONRE：２００２年１０月発足）

事務局
Office of the ministry
一般業務部
General administrative unit
政策協調部
Political coordinative unit
学術支援部
Academic support unit

管理局
Directive group
常設秘書室
Office of permanent secretariat
環境政策計画室
Office of environmental policy and planning

環境担当局
Environmental task group
汚染管理局
Pollution control department
環境質促進局
Department of environmental quality promotion天然資源環境省

MONRE 天然資源担当局
Natural resources task group
国有林・野生動植物局
Department of national forests, wild animals and plants
海洋沿岸資源局
Department of sea and coastal resources
鉱物資源局
Department of mineral resources

水質担当局
Water task group
水資源局
Department of water resources
地下水局
Department of ground water

内部監査室
Internal audit unit
官僚機構開発室
Bureaucratic system development unit

排水管理局＊
Wastewater management authority

（注） ＊は国有企業を示す
（出所） MONERウェブサイ

トより筆者作成

クイーンシリキット植物園＊
Queen sirikit botanic garden

タイ動物園＊
Zoo Thailand
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た燃料転換による発電所などの固定発生源からのSOX排出削減や、移動発生源対

策としてのガソリンの無鉛化対策などが１９９０年代にとられ、一定の汚染削減効果

があったと考えられるが、直近の動向は不明である。また、バンコク首都圏におけ

るPM１０の水準は変動が激しいが、１９９３年以降全ての年において環境基準の１２０μg

／m３を大幅に超過している。その他水質汚濁対策も不十分である。これらより、タ

イは、システム再編にともない形成期の最終段階を再度経ながら、同時に本格的稼

動期に入っている状況にあるといえる。

図１０ タイにおけるSO２排出量の推移

（出所） Streets et al.（２０００）

図１１ バンコク市内におけるPM１０濃度の推移

（出所） BMA（２０００）
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一方、国・地方の関係については、１９９７年の新憲法制定および１９９９年地方分権

化法施行により、今後５年程度をかけ、環境行政の多くの部分が中央政府から県政

府および地方自治体へ移譲される予定であり、地方政府における環境管理能力の形

成は今後の大きな課題である。一方、企業におけるISO１４０００シリーズ取得（５００

事業所以上）などの環境対策は進んでおり、また環境NGOの活動も活発である。

例えば、サムップラカン県では、地元企業を中心に中央政府、県政府、大学、

NGOなどの様々なステイクホルダー（関係者）を含んだ地域環境管理型NGOとし

てサムップラカン環境団体（Samut Prakan Environmental Society ; SES）が

１９９８年に設立された。SESはクリーナー・プロダクション技術の普及や環境教育

に取り組んでおり、独自の事務組織や財政の形成という将来課題を持ちつつも、今

後の地方における社会的環境管理システム構築の一つの方向性を提示しているとも

考えられる。

２．環境センター・プロジェクトの entry/exit points

タイは環境法、環境行政、環境情報ともに１９９０年代半ばにおおむね整備され、

システム形成期から本格的稼動期に移行したと考えられる。しかし１９９７年通貨危

機にともなう社会経済的混乱などにより、社会的環境管理システムの本格的な稼動

期の立ち上がりに時間を要していると考えられる。さらに、１９９７年の新憲法の制

定、および１９９９年地方分権化法の施行、そして２００２年１０月の中央省庁の再編によ

り、従来の科学技術環境省から環境天然資源省に再編されたことにより、システム

の再編成の時期にあると同時に、本格的稼動期の初期段階にある。

かかる観点をかんがみると、ERTCはシステム形成の最終局面にあたる１９９０年

からプロジェクトとしてスタートし（１９８９年無償資金協力、１９９０年プロ方式技術

協力）、本格的稼動期への移行期まで実施されたと考えられる。１９９７年のプロジェ

クト終了以降、タイの行政・経済は再編期を迎えているものの、こうした状況を

１９８０年代後半に予測することは不可能であり、タイにおける環境センター・プロ

ジェクトの投入開始時期は当時の状況からすると適切であったといえる。さらに、

ERTCは１９９７年にプロジェクトが終了したが、本格的稼動期のごく初期の段階で

システム稼動が十分に立ち上がっていなかった状況からすると、もう少しプロジェ

クト投入を続けた方が合理的であったと考えられる。
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第４節 インドネシアにおける社会的環境管理能力の形成過程

１．社会的環境管理能力の形成過程

表４にインドネシアの環境行政の展開を示した。１９８２年の環境管理基本法制

定（１９９７年新環境管理法制定）、１９８３年の人口環境省設置（１９９４年環境省）、

１９８６年および１９８７年の環境影響評価規則・ガイドライン公布（１９９３年環境影響評

価政令）、１９８８年産業排水基準および大気環境基準公布、１９９０年の環境管理庁

（BAPEDAL）設置などにより、インドネシアの社会的環境管理システムにかか

わる法制度・行政組織は、１９８０年代から１９９０年代初頭に整備された。図１２、図１３

および図１４に環境法体系、BAPEDAL・環境省時代の環境行政組織図を示した。

こうした制度形成をふまえ、１９８９年から河川浄化プログラム（PROKASIH）

が全国の重要河川（約１７州、８０河川、６００工場）の水質汚濁対策を目的として進め

られ、大気汚染対策としては１９９２年からブルースカイ・プログラム（LANGIT

BIRU）が実施され、また１９８０年代後半から都市環境対策としてクリーン＆グリー

ン・シティ・プログラムを実施しているが、本格的な環境対策の展開をみる前に

１９９７年経済危機とその後の政治的混乱に至った。

また、環境情報に関して、全国的なモニタリング・ネットワークはいまだ整備さ

れていない。現在、JBICおよびAusAIDの援助を受け５９の環境ラボが立ち上げら

れたが、これらはまだネットワークではつながっていない。その主な理由の１つ

は、各測定局が保健省、公共事業省、工業省の３つの省庁によって別々に管轄され

ていることである。２００２年１月の省庁再編以降、新環境省が徐々に情報をとりま

とめる方向にあるようだが、移行についての基本的な決定権は州政府にあり、全国

モニタリング・ネットワークが構築されるまでにはある程度の時間を要すると考え

られる２。なお、オーストリアの支援により、全国１０都市のモニタリング施設がネ

ットワークでつながれ、自動集計を行っている例がある。また、環境白書が発行さ

れていない点などをかんがみると３、インドネシアは現在システム形成期のいまだ

最終段階にあると判断してよいだろう。環境質データをみても、SO２排出量は依然

として増加傾向にある（図１５）。図１６にはTSP濃度の推移を示した。

２００１年１月の地方分権化法の実施にともなう環境管理行政の地方政府（District

government）への移譲、２００２年１月の環境省と環境管理庁の統合による新たな

環境省（TheMinistry of Environment）の設置などにより、環境行政の再整備期

第４章 アジアにおける社会的環境管理能力の形成：ケース・スタディ
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表４ インドネシアの環境行政の展開と環境センター・プロジェクトの実施

年 環境法、環境政策 環境行政組織 開発計画など
一人当りGDP（cur-
rent international
US$），経済成長率

EMC

１９７３ 第２次５カ年開発計画（PROPENASⅡ）：
環境に関する国家政策に関する言及。

GDP：US$４８０
（１９７４）

成長率：８．３％

１９７８ 大統領令No．２８／１９７８
大統領令No．３５／１９７８

開発監督環境省（The State Ministry for Devel-
opment Supervision and Environment）

GDP：US$６４０
成長率：９．２％

１９８２ 環境管理基本法（Act No.４／１９８２on the Basic
Provision for Environmental Management）

GDP：US$１，０００
成長率：１．１％

１９８３ 大統領令No．２５／１９８３ 人口環境省（The State Ministry of Population
and Environment）

GDP：US$１，０７０
成長率８．４％

１９９０ 大統領令No．２３／１９９０ 環境影響管理庁（BAPEDAL（Environmental
Impact Management Agency）

GDP：US$２，０７０
成長率：９．０％

１９９０ 自然資源生態系保護法（Act No.５／１９９０onNatu-
ral Resources Conservation and Ecosystem）

１９９３ 第６次子５カ年開発計画（PROPENASⅥ）：
持続的開発に向けた環境業務に関する言及。

GDP：US$２，７００
成長率：７．３％

プロジェクト開始（１月）

１９９４ 環境省
The State Ministry of Environment

１９９７ 環境管理法（Act No.２３／１９９７on the Environ-
mental Management）

GDP：US$３，４９０
成長率：４．９％

１９９６ 大臣令No．０７／１９９６ 森林火災管理に関する国家調整チーム事務局

１９９７ 金融危機 プロジェクト終了（１２月）

１９９８ 大統領選挙
成長率：－１３．２％

フォローアップ期間開始
（１月）

１９９９ 地方分権法（Act No.２２／１９９９ on Regional
Autonomy（Decentralization）taking effect in
２００１）、施行は２００１年

５カ年開発プログラム（PROPENAS）：
厚生を増大させるための持続的天然資源管
理について言及。

GDP：US$２，９００
（２０００年値推計）
成長率：１．０％

２００２ 大統領令No．２／２００２，Article５６a BAPEDALと環境省と合併し新環境省が発足。 フォローアップ期間終了
（２００１年１２月）
フェーズⅡ（地方環境管
理強化プロジェクト）開
始（７月）

（出所） BAPEDALウェブサイト、World Bank（２００２）、CIAウェブサイトより筆者作成
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にあると考えられ、ここしばらくの間（少なくとも国家開発計画（PROPENAS）

の２００１年から２００４年の期間）は再整備にともなう調整期間が続くものと考えられ

る。新環境省の組織図は、図１７を参照されたい。新環境省は、PROPENASに基

づき２００２年４月に「戦略計画および行動プログラム（Strategic Plan andWork

Program）」を策定し、望ましい環境ガバナンス実現のため、地方政府の環境管理

能力の強化や市民社会・コミュニティの環境管理能力の向上などといった重点７項

図１２ インドネシアの環境法体系

ブ
ラ
ウ
ン
系

産業排水の基準に関する環境担当国務大臣令（１９９５年）

ホテル業排水の基準に関する環境担当国務大臣令（１９９５年）

自動車排ガスの基準に関する環境担当大臣令（１９９３年）

固定発生源に係わる排出基準に関する環境担当国務大臣令（１９９５年）

ブルースカイプログラムの実施に関する環境担当国務大臣令（１９９６年）

ブルースカイプログラムの実施における一級自治体に対する優先地域の指定
に関する環境担当国務大臣令（１９９６年）

騒音の基準に関する環境担当国務大臣令（１９９６年）

振動の基準に関する環境担当国務大臣令（１９９６年）

悪臭の基準に関する環境担当国務大臣令（１９９６年）

生物資源及びその生態系の保全に関する法律（１９９０年）

グ
リ
ー
ン
系

環境影響評価が必要とされる事業及び活動の種類に関する環境担当国務大臣
令（１９９４年）

１
９
８
２
／
９
７
年

環

境

管

理

法

環境管理の手続き及び環境監査の手続きのための一般指針に関する環境担当
国務大臣令（１９９４年）

環境影響評価委員会の構成及び運営手続きのための一般指針に関する環境担
当国務大臣令（１９９４年）

環境影響評価の準備のための一般指針に関する環境担当国務大臣令（１９９４年）

統合された活動及び複数の部門にまたがる活動に係わる環境影響評価委員会
の設立に関する環境担当国務大臣令（１９９４年）

著しい影響の確定のための指針に関する環境担当国務大臣令（１９９４年）

空間利用の管理に関する法律（１９９２年）

その他

環境基準のための指針に関する人口環境担当国務大臣令（１９９８年）

環境監査の実施のための指針に関する環境担当国務大臣令（１９９４年）

（出所） 地球・人間環境フォーラム（１９９９）より筆者作成
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図１３ インドネシアの環境行政組織（BAPEDAL）

事務局
Executive secretary

総務・広報局
Bureau for general administration & public relation

計画局
Bureau for planning EMC

環境劣化管理副長官
Deputy for environmental degradation control

総務部
Division for administration

森林火災局
Directorate for forest fire

事務化
Sab division for general affairs

土壌劣化局
Directorate for land degradation

経理課
Sub division for finance

保護地区管理局
Directorate for protected area degradation

備品、施設課
Sub division for equipment and household

教育・研修に関するプログラム作成、評価部
Division for program and evaluation of education and
training

環境汚染管理副長官
Deputy for environmental pollution control

水質汚濁、土壌汚染局
Directorate for water and solid pollution 教育・研修プログラム課

Sub division for program of education and training沿岸、海洋汚染局
Directorate for coastal and marine pollution 教育・研修評価課

Sub division for evaluation of education and training大気汚染局
Directorate for air pollution

教育・研修実施部
Division for implementation of education and training

有害、毒性廃棄物局
Directorate for hazardous and toxic waste

教育・研修の資料、方法に関する課
Sub division for material and means of education
and training

組織における人材開発副長官
Deputy for institutional human resources capacity
building

Ｂ
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｄ
Ａ
Ｌ

教育・研修実施課
Sub division for teaching of education and training組織開発局

Directorate for institutional development
レファレンスラボラトリー部
Division for reference laboratory

人材開発局
Directorate for human resources development

試験結果の質に関する課
Sub division for quality of test result

民間セクター、公的役割に関する局
Directorate for private sector and public role

データのプロセス、評価に関する課
Sub division for data processing and evaluation法執行、環境影響評価局

Deputy for law enforcement and environmental impact
assessment キャリブレーション、処置部

Division for calibration and treatment環境争議解決局
Directorate for environmental and dispute solution キャリブレーション課

Sub division for calibration環境影響評価局
Directorate for environmental impact assessment 処置課

Sub division for treatment環境研究所開発局
Directorate for environmental laboratory development

研究開発部
Division for research and development技術開発局

Directorate for technical development
ワーキンググループ
Working group on : ...検察室

Inspectorate
機能別グループ
Group on functional job環境データ、情報センター

Center for environmental data & Information

環境管理センター
Environmental management center（EMC）

BAPEDAL地方事務所
BAPEDAL regional office Source : JICA（２０００）
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図１４ インドネシアの環境行政組織（旧環境省）

大臣官房室
Secretary of state ministry of environment

総務局
Bureau for general affairs

国際協力局
Bureau for international cooperation

自然環境管理審議官
Assistant minister for natural environmental management

自然環境管理審議官代理
Deputy assistant minister for natural environmental management

海洋資源開発審議官代理
Deputy assistant minister for spatial marine resource exploitation

大気資源開発・気候変動審議官代理
Deputy assistant minister for spatial air resource exploitation and
climate change

環境管理構築審議官
Assistant minister for built environmental management

都市環境審議官代理
Deputy assistant minister for urban environment

環 境 大 臣
State Minister of
Environment

地方環境審議官代理
Deputy assistant minister for rural environment

環境質基準審議官代理
Deputy assistant minister for environmental quality standard

社会的環境管理審議官
Assistant minister for social environmental management

社会環境審議官代理
Deputy assistant minister for social environment

伝統的知見審議官代理
Deputy assistant minister for traditional wisdom

環境経済特別審議官
Special assistant minister for environmental economics

環境技術特別審議官
Special assistant minister for environmental technology

環境法特別審議官
Special assistant minister for environmental law

地球環境業務特別審議官
Special assistant minister for global environmental affairs

出所：JICA（２０００）より筆者作成
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目を掲げ、２００５年を目標としたPROKASIH２００５を策定しているが、本格的な環

境対策が進むには中央と地方における行政能力の向上、さらには政府、企業、市民

からなる社会的環境管理システムを構成する企業セクターおよび市民セクターの能

力向上と３者の連携強化が重要である。とりわけ行政セクターの政策実施能力が低

図１５ インドネシアにおけるSO２の排出量の推移

（出所）Streets et al.（２０００）

図１６ ジャカルタにおけるTSP年平均濃度の推移

（注） Ｒは居住地区、Ｉは工業地区、Ｃは商業地区をそれぞれ示す。
（出所） World Bank（１９９７）より作成
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図１７ インドネシアの環境行政組織（新環境省）

環 境 大 臣
The Minister of Environment

大 臣 官 房 室

地 球 環 境
特 別 審 議 官

環 境 法
特 別 審 議 官

環 境 ・ 経 済
特 別 審 議 官

文 化 ・ 社 会
特 別 審 議 官 総 務 人 事 局 計画行政・国際協力局

副 大 臣 １ 副 大 臣 ２ 副 大 臣 ３ 副 大 臣 ４ 副 大 臣 ５ 副 大 臣 ６ 副 大 臣 ７

環境制度・政策に関
する副大臣

地方環境管理能力開
発に関する副大臣

地域共同体開発に関
する副大臣

環境影響管理（固定
排出源）に関する副
大臣

環境影響管理（移動
排出源）に関する副
大臣

環境保全に関する副
大臣

環境管理のための技
術インフラ開発に関
する副大臣

環境政策協調に関
する副大臣補佐

スマトラ地域担当
副大臣補佐

都市共同体に関す
る副大臣補佐

サービス・インフ
ラ・製造業に関す
る副大臣補佐

自動車排気ガスに
関する副大臣補佐

陸地生態系に関す
る副大臣補佐

環境管理センター
に関する副大臣補
佐

環境制度能力開発
に関する副大臣補
佐

バリ、ヌサ、テン
ガラ地域担当副大
臣補佐

伝統農村共同体に
関する副大臣補佐

石油、ガス、エネ
ルギー鉱業に関す
る副大臣補佐

家庭ゴミに関する
副大臣補佐

海洋・沿岸生態系
に関する副大臣補
佐

人材、施設に関す
る副大臣補佐

環境支援制度能力
の開発に関する副
大臣補佐

スラバヤ、マルク、
パブア地域担当副
大臣補佐

海洋・沿岸地域に
関する副大臣補佐

森林、農業に関す
る副大臣補佐

中小企業の廃棄物
に関する副大臣補
佐

気候変動・大気に
関する副大臣補佐

情報に関する副大
臣補佐

法規制に関する副
大臣補佐

ジャワ、カリマン
タン地域担当副大
臣補佐

共同体間協力に関
する副大臣補佐

環境影響評価に関
する副大臣補佐

人々の活動の影響
に関する副大臣補
佐

生物多様性への影
響に関する副大臣
補佐

技術・標準化に関
する副大臣補佐

環境規制に関する
副大臣補佐

地域観察に関する
副大臣補佐

法規制の実施に関
する副大臣補佐

国際環境評価に関
する副大臣補佐

（出所） 調査時（２００２年８月）入手資料より筆者作成（英文より仮訳）
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い水準においては、NGOが社会的環境管理において果たすべき役割は大きく、現

にWALHIなどこうした（潜在）能力を持ったNGOはインドネシアに多く存在し、

NGOとの連携強化が必要である。

２．環境センター・プロジェクトの entry/exit points

インドネシアは、環境法、環境行政については、１９８０年代末から１９９０年代はじ

めにかけて整備された。しかし、全国的なモニタリング・ネットワークが確立され

ていないなど、環境情報の整備は遅れており、環境白書などの継続的発行も行われ

ていない。こうした点からすると、インドネシアは１９９０年代はじめからいまだに

システム形成期の最終局面にあると考えられる。さらに１９９７年の通貨危機にとも

なうスハルト政権の交代や東ティモールの独立運動などによる社会経済的混乱、

中央省庁の再編にともなう旧環境省とBAPEDALの統合による新環境省の設置

（２００２年１月）、２００１年地方分権化法などによる行政体系全体の再編成など、今し

ばらくシステム形成期の最終局面が続くものと考えられる。

インドネシアにおける社会的環境管理システムの形成過程の分析からすると、イ

ンドネシア環境管理センターが１９９０年代はじめよりスタート（１９９１年無償資金協

力合意、１９９３年よりプロ技開始）したことは、システム形成期の最終局面と重な

っており、プロジェクト投入開始のタイミングは妥当であった。一方、プロジェク

トの終了については、EMCの現状がいまだ自立には遠く、プロジェクトを継続せ

ざるを得ないという点がしばしば指摘されるが、社会的環境管理システム形成の観

点からすると、以下のように分析できる。システム形成期の最終局面が外的要因な

どにより他国に比べて長期間を要しているというインドネシアの特殊性を考慮し、

また環境情報整備や環境人材開発などの具体的な必要性の存在からすると、今しば

らくEMCプロジェクトへ援助資源投入を継続することが妥当であるといえる。

２００２年７月より地方環境管理システム強化プロジェクト（DEMS）が実質的に

EMCフェーズ２としてスタートしたことは、環境政策との有機的な関連付けなど

のプロジェクト設計やスコープ設定については議論の余地があるが、インドネシア

の社会的環境管理能力形成に対し貢献をもたらすであろうと考えられる。

以上、３ヶ国における社会的環境管理システムの発展ステージを、システム形成

期を中心に概観した。日本を含む４ヶ国のシステム形成の総括図を図１８に示した。
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また図１９に、３ヶ国のシステムの発展ステージと環境センター・プロジェクトの

実施時期を示した。

（本田直子）

図１８ 各国のシステム形成期

（出所） 筆者作成
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１ TSP濃度は南北間の格差が大きい。基準達成率でみると、南部の都市は７－８割が主流である

のに対し、北部の都市においては２割前後となっている。SO２についても、格差はそれほど大

きくないまでも同様の傾向がみられる（松岡他２０００）。

２ 現在のところ、環境省管轄になったラボはメダンのみであり、インドネシア環境管理センター

（EMC）において実施されているインドネシア地方環境管理システム強化プロジェクト（EMC

の機能強化も含む）は当地を対象に先行モデルラボとする計画である。

３２００３年に環境省から白書が発行される予定である（環境省職員とのインタヴューより）。
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